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自己資本比率の状況

◆自己資本比率の算式　

自己資本比率 = 自己資本の額（コア資本に係る基礎項目の額－コア資本に係る調整項目の額）
信用リスク・アセットの額の合計額

＋
オペレーショナルリスク相当額を８％で除して得た額

× 100

◆自己資本調達手段の概要

普通出資
発行主体：静岡県労働金庫

コア資本に係る基礎項目の額に算入された額：3,904百万円

　自己資本比率は、金融機関の自己資本の状況が適当であるかどうかを判断するための基準として、法令により定められた指
標です。海外に営業拠点を持つ金融機関は「国際統一基準」が適用され、〈ろうきん〉など国内業務のみを行う金融機関には
「国内基準」が適用されます。「国内基準」が適用される金融機関に対しては、この比率が4%に満たない場合、その程度に応じ
て「早期是正措置」と呼ばれる各種の行政措置が発動されることになります。当金庫は、以下に記載のとおり、十分な自己資本
を保っているため、行政措置の対象ではありません。

2014年度末
自己資本比率

2013年度末
15.98％16.20％

◆単体自己資本比率（国内基準）
2014 年度末の自己資本比率は、15.98％となりました。

（注）1． 当金庫は、「労働金庫法第94条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、労働金庫及び労働金庫連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充
          実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁・厚生労働省告示第7号）」により、自己資本比率を算定しております。
　　２． この告示は2013年3月8日に改正され、2014年3月31日から改正後の告示が適用されております。また、当金庫は国内基準を採用しております。

　自己資本は、出資金および利益剰余金等により構成されております。　
　なお、当金庫の自己資本調達手段の概要は以下のとおりです。

◆自己資本の充実度に関する評価方法の概要
＜現在の自己資本の充実状況＞
　2014年度末の当金庫の自己資本比率は15.98％であり、国内基準の4％を大きく上回っています。新告示によるバーゼルⅢ基準では、自
己資本は引き続き損失の吸収力の高い出資金・利益準備金・特別積立金等で構成されており、当金庫の自己資本は、質・量ともに充実してい
ると評価しております。
　当金庫は、金庫が直面する各種リスクを個別の方法で評価したうえで金庫全体のリスクの程度を判断し、金庫の経営体力（自己資本）と対
照することによって管理する「統合的リスク管理」によって自己資本の充実度を評価しております。
　具体的には、市場リスク、信用リスク、オペレーショナル・リスクなどのリスクに対してリスク資本を配賦し、定期的に計測する各リスクのリス
ク量が配賦したリスク資本の範囲に収まっていることの確認を行っております。

＜将来の自己資本の充実策＞
　当金庫では、中期計画や年度事業計画を策定しています。計画に基づく諸施策を着実に実行することで安定的に利益を確保し、その内
部留保によって、自己資本の充実を図っていきます。

用語解説 「CVAリスク」
　クレジット・スプレッドその他の信用リスクに係る指標の市場変
動により、CVA（デリバティブ取引について、取引相手方の信用リ
スクを勘案しない場合の評価額と勘案する場合の評価額との差
額）が変動するリスクです。

「中央清算機関関連エクスポージャー」
　デリバティブ取引等の中央清算機関（CCP）に対して発生するエクスポージャーのことです。担保な
ど例外を除き、原則として信用リスク・アセットの額の計算が必要となります。
　なお、「エクスポージャー」とは、資産ならびにオフ・バランス取引および派生商品取引の与信相当
額等、リスクにさらされている資産等の金額のことです。

①信用リスク・アセットの計算方法
　信用リスク・アセットは、資産の各項目にリスク・ウェイトを乗じて得た額の合計額（含むオフバランス取引等）、CVAリスク相当額を
8％で除して得た額、中央清算機関関連エクスポージャーの額の合計額です。
　信用リスク・アセットの算出にあたっては、ア．標準的手法、または、イ．内部格付手法のいずれかを金融機関が選択します。当金庫
では、ア．標準的手法を採用しております。

②オペレーショナルリスク相当額の計算方法
　オペレーショナルリスクとは、不適正な業務処理や業務遂行の失敗、人的な要因およびシステムの不具合、または外的要因により引き
起こされる、直接的または間接的な損失が生じるリスク、および金庫自らがオペレーショナルリスクと定義したリスクのことです。金融機
関が、ア．基礎的手法、イ．粗利益配分手法、ウ．先進的計測手法の中から選択します。当金庫では、ア．基礎的手法を選択しています。

ア．標準的手法
　細分化されたリスク・ウェイトをそれぞれの資産に乗じて信用リスク・アセットを算出します。
主な資産のリスク・ウェイトは、抵当権付住宅ローンが35％、住宅ローン以外の個人向けローン
（１億円以下）が75％です。また、事業法人向けローン、社債等のリスク・ウェイトは、格付機関の
格付等に応じて設定されたリスク・ウェイトが適用されます。

イ．内部格付手法
　金融機関が内部格付制度を整備し、格付ごとのデフォルト確率（融資先
が債務不履行に陥る確率）等を推計します。その推計値に基づき算出した
リスク・ウェイトを資産に乗じて信用リスク・アセットを算出します。

ア．基礎的手法
　粗利益（直近３年の平均値）の15％をオペレーショ
ナルリスク相当額とします。自己資本比率算出にあた
っては、この相当額を8％で除して得た額を分母に加
えます。

イ．粗利益配分手法
　業務区分を8つに分け、区分ごとの粗利益にそれ
ぞれ異なる掛け目（12％、15％、18％）を乗じ、合計
値の直近３年間の平均値をオペレーショナルリスク相
当額とします。

ウ．先進的計測手法
　金融機関が独自に構築した計量モデルにより算出
した損失額をオペレーショナルリスク相当額としま
す。
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◆信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針および手続きの概要
● 当金庫は、融資に際し信用リスクを削減するために、預金担保・不動産担保・保証機関の保証等による保全措置を講じております。ただ
し、これはあくまでも補完的な措置であり、担保・保証に過度に依存することなく、借主の返済能力・信用力・資金使途・返済財源等、様々
な角度から融資審査における可否判断を行っております。

● 当金庫では、「適格金融資産担保」を信用リスク削減手法として用いています。告示の条件を確実に満たす自金庫預金を「適格金融資産
担保」としています。なお、信用リスク削減手法の適用にあたり、簡便手法を用いています。

● 当金庫では、告示で定められた条件を確実に満たしている地方三公社に対する地方公共団体の「保証」を信用リスク削減手法として用い
ています。

● クレジット・デリバティブの取扱いはありません。

◆信用リスクに関するリスク管理の方針および手続きの概要
● 当金庫では、信用リスクを与信に係る融資信用リスクと余裕資金運用に係る市場信用リスクに区分し、「リスク管理規程」の定めに基づき
管理しています。

● 融資信用リスクについては「信用リスク管理細則」を規定し、融資信用リスクに係る管理方法および手続きを全役職員に周知しています。
また、融資商品・制度に係る研修を実施することにより、融資信用リスク管理の実効性を確保する態勢を整備しています。

● 融資基本方針（クレジットポリシー）の策定や個別案件の営業店指導等は、営業推進部門から独立した審査部門が行うことにより、適切な
審査を行うための牽制機能を確保しています。

● 資産査定の担当部署が貸出金等の自己査定を定期的に実施することにより、融資信用リスクの把握に努めるとともに、融資信用リスク管
理の高度化に向け、分析のためのデータ整備をすすめています。

● 貸倒引当金は、「資産査定規程」および「資産査定実施細則」に基づき以下のとおり計上しています。
＜正常先債権および要注意先債権＞
　一定の種類ごとに分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した予想損失額を計上しています。
＜破綻懸念先債権＞
　債権額から担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しています。
＜破綻先債権および実質破綻先債権＞
　債権額から担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しています。

● 市場信用リスクは、「市場関連リスク管理細則」に基づき市場取引に付随する信用リスクを計測しています。また、信用情報や時価の把握
を定期的に行うことにより、個別運用先の信用力変化について管理しています。

● 信用リスクの管理状況および今後の対応については、定期的にリスク管理委員会で協議しています。また、理事会および常務会に対する
報告事項を設定し、定期的に報告しています。

◆派生商品取引および長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針および手続きの概要
● 当金庫では、派生商品取引として、金利スワップ取引を利用しています。
● 当金庫の派生商品取引は、固定金利特約型住宅ローン等の取扱いに伴う金利リスクを軽減するために行っています。金利リスクに対しリ
スク軽減を要する場合は、リスク管理委員会の審議を経て判断しています。なお、金利リスクについては、「金利リスクに関するリスク管理
の方針および手続きの概要」をご覧ください。

● 派生商品取引を継続するにあたり、取引先より追加の担保提供を求められる場合があります。この際、担保提供できない場合は、派生商
品取引契約が解消され金利リスクの軽減効果が減少する可能性があります。当金庫が取引相手に担保を追加的に提供する必要が生じた
としても、担保として提供できる充分な資産を保有しており、金利リスクの軽減効果に与える影響はないと認識しています。

● 長期決済期間取引の取扱いはありません。

◆証券化エクスポージャーに関するリスク管理の方針および手続きの概要
● 証券化エクスポージャーとは、リスクにさらされている資産等の金額（エクスポージャー）のうち、証券化取引に係る金額です。当金庫の
証券化取引における役割は「投資家」に該当します。ただし、有価証券の運用に際しては効率性と同時に流動性を重視しているため、証券
化商品の購入は限定的です。

◆証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの額の算出に使用する方式の名称
● 当金庫は、標準的手法により証券化エクスポージャーの信用リスク・アセットの額を算出しています。

◆証券化取引に関する会計方針
● 会計処理については、日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に基づき、適切に処理しています。

◆リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称

 株式会社格付投資情報センター（R&I）
 株式会社日本格付研究所（JCR）

 ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）

　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下のとおりです。
　なお、エクスポージャーの種類による適格格付機関の使い分けは行っておりません。

 スタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズ（S&P）
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◆証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関の名称

 株式会社格付投資情報センター（R&I）
 株式会社日本格付研究所（JCR）

　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下のとおりです。
　なお、エクスポージャーの種類による適格格付機関の使い分けは行っておりません。

◆出資等エクスポージャーに関するリスク管理の方針および手続きの概要
● 出資等エクスポージャーに該当する株式等の有価証券の購入については、年度ごとに策定する「余裕資金運用計画」で対象商品、購入枠
等を設定しています。方針については、余裕資金運用委員会、リスク管理委員会で協議し、常務会を経て理事会の承認を受けています。
期中の運用状況についても定期的に理事会および常務会に報告しています。

● 保有する子会社株式および関連会社株式は、ありません。
● 保有する株式については、時価や適格格付機関の格付を定期的に取得することなどにより、価格変動リスクおよび信用リスクの把握に努
めています。

● 会計処理については、日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に基づき、適切に処理しています。

◆金利リスクに関するリスク管理の方針および手続きの概要
● 当金庫の融資は、住宅ローンを中心とした長期融資がメインであり、長期固定金利融資のニーズに対応する必要があります。このため、
一定の金利リスクを取る必要があり、金利リスクを取ることにより収益を確保する事業運営を行っていることから、当金庫では、本リスク
を最も注視すべきリスクと認識しています。

● 金利リスクの管理にあたっては、「リスク管理規程」に基づき、リスク限度額を設けて管理しています。具体的には、配賦可能な自己資本額
に対するリスク配分を定め、アラームポイント、限度額を設けた上でリスク量を管理しています。

● 定期的にアウトライヤー基準の影響額、ＶａＲ（バリュー・アット・リスク）およびＢＰＶ（ベーシス・ポイント・バリュー）を計測することにより、
金利リスクを把握しています。

● 計測結果および今後の対応については、定期的にリスク管理委員会で協議しています。また、理事会および常務会に対しても定期的に報
告しています。

◆金庫が内部管理上使用した金利リスクの算定手法の概要
● 当金庫では、GPS（グリッド･ポイント･センシティビティ）方式により金利リスク量（BPV）を算定しています。GPSとは、期間（グリッド）ごと
の金利変動に対する資産・負債・オフバランス取引の現在価値の変化額のことです。当金庫では、金利変動幅として、保有期間1年、観測
期間5年で計測される金利変動の1パーセンタイル値と99パーセンタイル値を採用しています。

　 なお、「パーセンタイル値」の算定方法は以下のとおりです。
（1）期間ごとの市場金利について、1年前の営業日との金利差を5年分、延べ1,200営業日分のデータとして集めます。
（2）集めたデータを値の小さい順に並び替えます。
（3）並び替えたデータのうち、小さい方から1％目の数値を1パーセンタイル値、99％目の数値を99パーセンタイル値として採用します。
● 貸出金の金利リスク量算定にあたり、期限前返済は考慮していません。
● 要求払預金の金利リスク量（BPV）は、コア預金（※）の満期を内部モデルにより算定しています。
　※コア預金とは、明確な金利改定間隔がなく、預金者の要求によって随時払い出される要求払預金のうち、引き出されることなく長期間
金融機関に滞留する預金のことです。当金庫では、コア預金を内部モデルにより算定しています。

● 当金庫では、月次で金利リスク量（BPV）を計測しています。

◆オペレーショナルリスクに関するリスク管理の方針および手続きの概要
● 当金庫では、事務リスク・システムリスク・法務リスク・風評リスク等をオペレーショナルリスクの対象としています。
● オペレーショナルリスクの管理状況および課題について、「リスク管理規程」「リスク管理委員会規程」に基づき、定期的にリスク管理委員
会で協議しています。また、理事会および常務会に対しても、定期的に報告しています。

● 事務リスクについては、商品・制度に係る研修実施や、事務手続きの見直しにより、事務品質を向上させる態勢を整備することで、リスク
の抑制に努めています。

● 個人情報保護については、個人情報保護法および金融庁のガイドラインに基づき、お客様の個人情報の取扱いについての基本方針で
ある「プライバシーポリシー」を定め、個人情報の保護に努めています。

● システムリスクについては、当金庫の情報資産の適切な管理および保護に関する基本的かつ包括的な方針として「セキュリティポリシ
ー」を定め、情報資産の安全性の確保を金庫全体の課題として取組んでいます。

● 法務リスクについては、「法務関連情報対応細則」に基づき法務担当者を定め、金融および商取引等に係る法律・制度・行政等の動向に
ついて、積極的な情報の収集と還元に努め、的確な対応を図っています。

 ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）
 スタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズ（S&P）
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項　　　目 2013年度末 2014年度末

コア資本に
係る
基礎項目
(1)

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額
うち、出資金及び資本剰余金の額
うち、利益剰余金の額
うち、外部流出予定額（△）
うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基
礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本
調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45%に相当
する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額 （イ）

コア資本に
係る
調整項目
（２）

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツ
に係るものを除く。）の額の合計額

うち、のれんに係るものの額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・
ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
労働金庫連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る10%基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に
該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに
係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに
限る。）に関連するものの額

特定項目に係る15%基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に
該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに
係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに
限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額 （ロ）
自己資本 自己資本の額　（（イ）－（ロ）） （ハ）

リスク・
アセット等
（３）

信用リスク・アセットの額の合計額
うち、経過措置によりリスク・アセットの額
に算入される額の合計額

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・
サービシング・ライツに係るものを除く。）
うち、繰延税金資産
うち、前払年金費用
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
うち、上記以外に該当するものの額

オペレーショナルリスク相当額の合計額を8%で除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナルリスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額 （ニ）

自己資本比率 （ハ）/（ニ）

（単位：百万円）
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  △8,349 
ー

 24,078 
ー
ー

 476,380 
15.98%

5

ー

5

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

経過措置による
不算入額

経過措置による
不算入額

（1）自己資本の構成に関する開示事項
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（単位：百万円）

2013年度末 2014年度末
リスク・アセット（注1） 所要自己資本（注2）リスク・アセット（注1） 所要自己資本（注2）

信用リスク  （A） 

標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー

ソブリン向け（注３）
金融機関向け
事業法人等向け
中小企業等・個人向け
抵当権付住宅ローン
不動産取得等事業向け
延滞債権（注４）
その他（注５）

証券化エクスポージャー
（うち再証券化）
複数の資産を裏付とする資産（ファンド）のうち、
個々の資産の把握が困難な資産

経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額

他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る
経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額

CVAリスク相当額を８％で除して得た額（注６）
中央清算機関関連エクスポージャー（注７）

オペレーショナルリスク（注８）
リスク・アセット、所要自己資本の総額（A）＋（B）  

（B）
（C）

信用リスク等に対する所要自己資本の額

（２）自己資本の充実度に関する事項

（注） 1. 貸借対照表に記載されないコミットメントや金利関連取引などにも信用リスクを伴うものがあり、貸借対照表に記載される資産同様、リスク・ウェイトを使ってリスク・アセットを計算しま
す。また、貸借対照表に計上している債務保証などの見返勘定はオフ・バランス取引として取扱うこととなっています。オフ・バランスに係るリスク・アセットの額の大半は、公的な代理業
務に付随して発生する債務保証に関係するものです。

2. 所要自己資本=リスク・アセット×4%
3. 「ソブリン」とは、国内外の中央政府、中央銀行、政府関係機関等のことです。
4. 「延滞債権」とは、元金または利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞しているエクスポージャーのことです。
5. 「その他」とは、出資、オフ・バランス取引のリスク･アセット等です。
6. 「CVAリスク」とは、クレジット・スプレッドその他の信用リスクに係る指標の市場変動により、CVA（デリバティブ取引について、取引相手方の信用リスクを勘案しない場合の評価額と
勘案する場合の評価額との差額）が変動するリスクです。

7. 「中央清算機関関連エクスポージャー」とは、デリバティブ取引等の中央清算機関（CCP）に対して発生するエクスポージャーのことです。担保など例外を除き、原則として信用リスク・
アセットの額の計算が必要となります。

8. 「オペレーショナルリスク」とは、不適正な業務処理や業務遂行の失敗、人的な要因およびシステムの不具合、または外的要因により引き起こされる、直接的または間接的な損失が生
じるリスク、および金庫自らがオペレーショナルリスクと定義したリスクのことです。当金庫では、基礎的手法により、リスク量を算出しています。

440,427

449,642

2,104
58,852
12,077
208,201
125,740

ー
164
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ー

（ー）

ー

10
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133
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ー
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 2,093 
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 120,311 
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 39,767 
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 96 
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 24,078 
476,380 

 18,092

 18,421 

 83 
 2,324 
 658 
 8,945 
 4,812 
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 7 

 1,590 
ー

（ー）

ー
 
0 

△333

 3 
 ー 
 963 

19,055 

用語解説

　「コア資本」
　2013 年度末から適用された基準（バーゼルⅢ）では、規制される自己資本を普通出資・
内部留保等を中心とした「コア資本」と定義し、自己資本の質の向上を促しています。協同組
織金融機関については、さらに優先出資をコア資本に算入することが認められており、普通
出資＋内部留保＋優先出資－調整・控除項目で構成されます。

　「出資金」
　会員の皆様より出資いただいた金額で、万が一の際に当金庫が負う債務に対する最終的な引
当てになる基本財産の額です。

　「非累積的永久優先出資」
　優先出資とは、剰余金の配当の支払順序が普通出資者よりも優先する出資ですが、配当
可能剰余金の額が減少した場合には、あらかじめ約束された優先的配当の額を下回る配当
となることがあります。
　この場合に、下回った相当額を、翌期以降に繰延べて支払う「累積型」に対して、翌期以降
に繰延べられないもののうち、満期のない社債型優先出資が「非累積的永久優先出資」と呼
ばれるものです。

　「土地の再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額 45％相当額」
　労働金庫が保有している事業用土地を時価（公示地価等）で評価し、それまでの帳簿価額を
上回った場合には、その「差額」を貸借対照表に有形固定資産として計上することが認められ
ています。自己資本比率算出にあたっては、この「差額」の 45％を分子の自己資本に加算する
ことになります。
　2013年度末からの新告示では自己資本に算入できない扱いとなりましたが、この規定には経過
措置が設けられています。　
　なお、現在、当金庫ではこの差額計上は行っておりません。

　「利益剰余金」
　毎事業年度の剰余金のうち、配当等を行わず、万が一の際の損失を補填するために留保
している利益準備金等のことで、特別積立金、繰越金から構成されています。

　「外部流出予定額」
　剰余金処分において、出資配当金および利用配当金として拠出を予定している金額のこ
とです。

　「上記以外に該当するものの額」
　出資金や資本剰余金等以外のものとして、例えば、処分未済持分や自己優先出資等の額
が含まれます。

　「コア資本に係る調整項目」
　損失吸収力の乏しい資産や金融システム全体のリスクを高める資産等について、「コア資本
に係る調整項目」を定め、コア資本から控除することです。

　「のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額」
　無形固定資産のうち、市場換金性が乏しく、万が一の際に売却しても損失の吸収にあてることが
事実上困難な額のことです。
　「モーゲージ・サービシング・ライツ」とは、住宅ローンを証券化した場合に金庫が計上する、
将来の回収代行手数料の現在価値です。

　「証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額」
　証券化取引に伴う債権譲渡により売却益が発生した場合、売却収入から取引関連費用およ
び売却原価を控除した額（税効果勘案後）が「証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する
額」です。

　「前払年金費用の額」
　退職給付会計では、年金資産の金額が退職給付債務の金額を上回る場合、前払年金費用と
して資産計上しますが、必ずしも金庫が損失の吸収のために自由にあてることができる財産
ではないことから、調整項目として控除するものです。

　「自己資本の額（（イ）－（ロ））」
　コア資本に係る基礎項目の額からコア資本に係る調整項目の額を控除した金額が、自己資
本比率計算で使う自己資本の額となります。
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（注）　１．業種区分の「その他」には、コミットメント、政府関係機関等が含まれます。
２．「貸出金等取引」には、コミットメントおよびその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引を含みます。
３．「複数の資産を裏付とする資産（ファンド等）」は、全額を「その他」に分類しています。
４．「その他の資産等」とは、預け金、現金、出資、その他の資産等です。
５．コミットメントについては、全額を期間の定めのないものに分類しています。
６．CVAリスク相当額および中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。       

（３）信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）
①信用リスクに関するエクスポージャーおよび主な種類別の期末残高

 〈ア . 地域別〉 （単位：百万円）

エクスポー
ジャー
区分

地域区分

合　計
延滞

エクスポージャー
（注4）

貸出金等取引
（注1） 債　券

店頭
デリバティブ

取引

複数の資産を
裏付とする資産
（ファンド等）

（注2）

その他の
資産等
（注3）

13年度末 14年度末 13年度末 14年度末 13年度末 14年度末 13年度末 14年度末 13年度末 14年度末 13年度末 14年度末 13年度末 14年度末

国　内

国　外

合　計

（注）1．「貸出金等取引」には、コミットメントおよびその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引を含みます。    
　　２．「複数の資産を裏付とする資産（ファンド等）」については、主な投資先により区分しています。      
　　３．「その他の資産等」とは、預け金、現金、出資、その他資産等です。      
　　４．「延滞エクスポージャー」とは、元金または利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞しているエクスポージャーのことです。
　　５．期末の残高は当期のリスク・ポジションから大幅な乖離はありません。      
　　６．2013年度を13年度、2014年度を14年度と記載しています。以下49ページまで同じです。      
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5,913  
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 704,352 

 104,929 

 5,600 

 110,529 

 445 
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 445 
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307
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 20 

 315,144 

 111 

 － 

 111 
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 720,433 

  112,056 

 9,000 

 121,056 

  310 
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 310 

  23 

 1,371 

 1,395 

  308,275 

 36 

 308,311 

  154 

－ 

 154 

（単位：百万円） 〈イ . 業種別　ウ . 残存期間別〉

エクスポージャー
区分

業種区分

合　計
延滞
エクス
ポージャー

貸出金等取引
（注2） 債　券

店頭
デリバティブ
取引

複数の資産を
裏付とする資産
（ファンド等）
（注3）

その他の
資産等
（注4）

製造業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業、郵便業
卸売業、小売業、宿泊業、
飲食サービス業

金融業、保険業
不動産業、物品賃貸業
医療、福祉
サービス業
国・地方公共団体
個人
その他（注1）
          業種別合計
期間の定めのないもの（注5）
1年以下
1年超3年以下
3年超5年以下
5年超7年以下
7年超10年以下
10年超

残存期間別合計

 11,883 
 3,026 
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1,151,507 
 95,483 
 240,898 
 135,050 
 121,542 
 90,007 
 135,149 
 333,373 
1,151,507 

ー
ー
 ー
 ー
 
ー

 19,432 
 99 
 19 
 20 
 406 

 643,157 
 57,298 
 720,433 
 57,298 
 69,806 
 73,580 
 65,280 
 57,628 
 77,417 
 319,421 
 720,433 

 12,649 
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13年度末 14年度末 13年度末 14年度末 13年度末 14年度末 13年度末 14年度末 13年度末 14年度末 13年度末 14年度末 13年度末 14年度末
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リスク・ウェイト
区分

 0%
 10%
 20%
 35%
 50%

75%
 100%
 150%
 250%
 1250%

合　計

③リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

（4）信用リスク削減手法に関する事項
信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー （単位：百万円）

信用リスク削減手法
ポートフォリオ
信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー
ソブリン向けエクスポージャー
金融機関向けエクスポージャー
事業法人等向けエクスポージャー
中小企業等・個人向けエクスポージャー
抵当権付住宅ローン
延滞エクスポージャー
その他

格付有り 格付無し 合　計格付有り 格付無し 合　計

（単位：百万円）

エクスポージャーの額
末度年41末度年31

適格金融資産担保 保　証 クレジット・デリバティブ
13年度末 14年度末 13年度末 14年度末 13年度末 14年度末

（注）   １．格付は、適格格付機関が信用供与に付与したものを使用しています。また、格付の有無は、リスク・ウェイトの判定にあたり、格付を用いたかどうかを基準に区分しています。
２．エクスポージャーの額は、信用リスク削減手法適用後の額です。
３．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
４．リスク・ウェイト区分「1250％」は、自己資本比率告示の規定により、リスク・ウェイト1250％を適用したエクスポージャーの額をそれぞれ掲載しています。
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 ー
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 109,567 
 20,844 
 316,033 
 359,259 
 18,334 
 277,602 
 27,421 
 105 
 1,720 
 ー

 1,130,890 

 ー
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 317,389 
ー

 28,455 
 ー 
 400 
 ー 
 ー 
 ー 

 346,245 

 111,720 
 20,769 
 1,086 

 343,747 
 270 

 298,189 
 23,978 
 2,059 
 3,595 
 ー 

 805,415 

 111,720 
 20,769 
 318,475 
 343,747 
 28,726 
 298,189 
 24,378 
 2,059 
 3,595 
 ー  

 1,151,661 

用語解説

「一般貸倒引当金」 「個別貸倒引当金」

（注）  当金庫では国外への融資を行っていないため、貸倒引当金および貸出金償却ともすべて国内の金額です。

②一般貸倒引当金・個別貸倒引当金の期末残高、期中の増減額および貸出金償却の額 （単位：百万円）

期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高目的使用 その他

一般貸倒引当金
13 年度
14 年度

個別貸倒引当金
13 年度
14 年度

個　人
13 年度
14 年度

貸倒引当金合計
13 年度
14 年度

貸出金償却
13 年度
14 年度

個　人
13 年度
14 年度

　引当金は将来の費用または損失に対して引き当て（積み立て）るものです。当金庫におい
ては一般貸倒引当金、個別貸倒引当金および退職給付引当金等を引き当てております。
　このうち、一般貸倒引当金は、特定の債権の貸倒に対して引き当てるというものではあ
りません。貸出金の償却という特定の目的のための引き当てという制約はありますが、資
産の部の単なる控除項目というよりは資本としての色合いが強いと見ることができるた
め、自己資本の額として「コア資本に係る基礎項目」への算入が認められています。ただし、
加算できる額は信用リスク・アセットの額の合計額の 1.25% が限度となります。

　借り手の資産状況や支払能力からみて、貸出金やそれに準じた債権の相当部分が回収で
きないと見込まれることが明らかになった場合、その債権額の一部または全部を、貸借対
照表上の資産の部に予め控除項目として表示（△）しているものです。

引当基準については、貸借対照表の注記事項（37 ～ 41 ページ）をご参照ください。
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評価差額

金利リスクに関して内部管理上使用した金利ショックに対する損益または経済的価値の増減額（金利リスク量）

（7）出資等エクスポージャーに関する事項
①出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額等 （単位：百万円）

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額 うち益取得原価（償却原価） うち損

 出資等エクスポージャー
  うち、その他有価証券で時価のあるもの区　　分

上場株式等

非上場株式等

その他

 合　計

②子会社株式および関連会社株式の貸借対照表計上額等
（単位：百万円）

貸借対照表
計上額 評価差額評価

③出資等エクスポージャーの売却および償却に伴う
　損益の額

（単位：百万円）

出資等
エクスポージャー

売却益
ー
ー

売却損
ー
ー

13年度末
14年度末

株式等償却
ー
ー

区　　分

子会社・
子法人等株式

関連法人等
株式

合　計

（8）金利リスクに関する事項
（単位：百万円）

金利リスク量 金利リスク量
調 達 勘 定

定期性預金
流動性預金
その他

）B（調達計

金融派生商品（金利支払サイド） （D）

運 用 勘 定

貸出金
有価証券
預け金
その他
 運用計               （A）

）C（）ドイサ取受利金（品商生派融金

金利リスク量 計（A）ー（B）＋（C）ー（D）
（注）円以外に銀行勘定の資産ないし負債の5％以上を占める通貨はありません。

（6）証券化エクスポージャーに関する事項
　  ◆オリジネーターの場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）
　　　該当はありません。
　  ◆投資家の場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）
　　　該当はありません。

13年度末
14年度末
13年度末
14年度末
13年度末
14年度末
13 年度末
14年度末

13 年度末
14年度末
13年度末
14年度末
13 年度末
14年度末

70
うち益
ー
ー
ー
ー
ー
ー

うち損
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー

ー

ー
70

13 年度末 14年度末

0 

1,856 

13 年度末 14年度末

322

（注） 1.貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいて算定しています。　2. 「その他」の区分には、労働金庫連合会出資金等を計上しています。　 
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（5）派生商品取引および長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項 （単位：百万円）

グロス再構築コストの額 （A）
（B）
（C）
（D）
（E）

（G）

額のンオドアのスログ
額当相信与のスログ

ネッティングによる与信相当額の削減額
担保による信用リスク削減手法の効果勘案前の与信相当額  
外国為替関連取引
金利関連取引
株式関連取引

担保の額   （F）
現金・自金庫預金
国債・地方債等

担保による信用リスク削減手法の効果勘案後の与信相当額
（注）1. 与信相当額は、カレント・エクスポージャー方式を用いて算出しています。　2. 長期決済期間取引の取扱いはありません。

派生商品取引
13年度末 14年度末

ー
446
446
ー
446
1

445
ー
ー
ー
ー

446

ー
316
316
ー
316
6

310
ー
ー
ー
ー

316

（A）+（B）

（C）－（D）

（E）－（F）
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